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機能の概要
説明: 変更申請のある注文書に対する MRP 例外のコラボレーション

今までの課題

対象ソリューション

SAP Ariba で問題解決

関連情報

主なメリット

前提条件と制限事項

導入の難易度

対象エリア

ロータッチ/容易

グローバル

SAP Ariba Supply Chain Collaboration この機能は、該当するソリューションを使用しているすべ
てのお客様に対して自動的に有効になりますが、お客様
が設定する必要があります。

分納契約および分納契約リリースに対する変更申請につ
いては、この機能はサポートされていません。

サプライヤは、1 つの変更申請につき回答または提案を
1 つのみ行うことができます。

バイヤーは、1 つの変更申請につき、サプライヤの提案に
対する回答または提案を 1 つのみ行うことができます。

絶えず変化するお客様の需要を満たし、収益を最大化
するために、リアルタイムかつエンドツーエンドの可視
性を確保し、サプライネットワークを管理することは企
業にとって必要不可欠です。SAP Ariba Supply Chain 

Collaboration では、バイヤーとサプライヤ間の計画コ

ラボレーションを提供しています。しかし、現在のところ、
資材所要量計画 (MRP) で発生する、既存または計画

済みのオーダーに大きく影響する可能性のある例外を
基に、簡単に伝達したりコラボレーションしたりすること
はできません。

この機能を使用すると、バイヤーおよびサプライヤは、
Ariba Network のユーザーインターフェイスを使用して、

送受信される注文書の変更申請を監視したり、それらに
返答したりすることができます。

バイヤーにとってもサプライヤにとっても、注文書の変更
に関する作業や連絡に要する時間が大幅に短縮されます。

サプライヤは、バイヤーに重大な影響を与える可能性の
ある、優先度の高い変更に対処することができます。

注文書の変更について事前に合意が得られるため、注文
書のバージョン数が削減されます。

すべての変更申請と変更理由がシステムでドキュメント化
されるため、異なる部門間で更新情報の把握や分析を行
うことが可能になります。

サプライヤは注文書の変更提案についてフィードバックを
行うことができます。
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機能の概要
説明: 変更申請のある注文書に対する MRP 例外のコラボレーション

この機能によって、サプライヤ向けに [オーダーの変更申請] という新しいタイルがサプライヤのワークベンチに提供
されます。このタイルでは、未処理の変更申請数のレポート、申請詳細の表示、タイルでレポートされる情報をカスタ
マイズするためのフィルタが提供されます。この情報は、注文書の数量や日付に対する変更について、サプライヤが
資材所要量計画 (MRP) に基づいてバイヤーとコラボレーションするのに役立ちます。また、サプライヤは、タイルを
使用してこれらの注文書の変更申請に回答することができます。バイヤーは、サプライヤの変更申請回答について
確認を送信することができます。

バイヤーは、注文書、明細、納入日程行の詳細ページで変更申請の情報を表示することができます。 新しい取引
ルールによって、バイヤーは、サプライヤが変更申請に回答する方法を絞り込むことが可能になります。

バイヤー管理者は、テンプレートを使用して Ariba Network に却下コードをアップロードすることができます。変更申
請が却下された場合、サプライヤがこれらのコードを使用することができます。バイヤー管理者は、Ariba Network に
優先度と却下コードをアップロードすることもできます。オーダーの変更申請を提出する際、バイヤーユーザーはこれ
らのコードから選択することができます。
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数量の変更

▪ 再日程計画の確認では、倉庫在庫が多くなることを防ぐために、減らす必要がある納入数量が少なく計算されます。

▪ 再日程計画の確認では、品目不足を防ぐために、増やす必要がある納入数量が多く計算されます。

日付の変更

▪ 再日程計画の確認では、不適切なタイミングで倉庫在庫が多くなることを防ぐために、移動する必要のある納入日
付が計算されます。

▪ 再日程計画の確認では、品目不足を防ぐために、前倒しにする必要がある納入日程が計算されます。

機能の概要
計画例外の範囲
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機能の概要
説明: 変更申請のある注文書に対する MRP 例外のコラボレーション

1. サプライヤワークベンチのオー
ダーの変更申請用の新しいタイ
ル

2. 注意が必要な変更申請を特定お
よび選択するための包括的な
フィルタリングオプション

3. 変更申請についてサプライヤが
実行できるアクション ([受入]、
[却下]、[提案])

4. アクション可能なフィルタ済み変
更申請の一覧
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機能の概要
説明: 変更申請のある注文書に対する MRP 例外のコラボレーション

サプライヤが [受入]、[却下]、[提案] ア
クションを実行すると、レビューページ
が表示されます。

1. 変更申請を却下する場合、サプライ
ヤはバイヤーが提案した却下理由
コードのいずれかを選択することが
できます。

2. すべてのアクションについて、サプラ
イヤは選択されたすべての変更申
請に付けるコメントを入力することが
できます。

3. サプライヤによって選択された変更
申請
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機能の概要
新しい取引ルール

バイヤー向けの新しい取引ルール

以下の取引ルールが [管理] > [設定] > [通常設定の取引ルール] に追加され、新たに使用できるようになりました。

変更申請のルール
• バイヤーが提案したものとは異なる数量の変更申請に、サプライヤが返答することができます。
• バイヤーが提案したものとは異なる納品日の変更申請に、サプライヤが返答することができます。
• バイヤーの申請に返答して納入日程行を変更する際、サプライヤが追加費用を申請することができます。

出荷通知の変更申請
• 変更申請のあるオーダー明細について、サプライヤが出荷通知を作成することはできません。

新しい優先度、理由、却下理由コード
バイヤー管理者が、バイヤーの変更申請またはサプライヤの変更申請却下で使用されるコードのリストを Ariba Network にイン
ポートします。コードは複数回アップロードすることができます。アップロードのたびに前回のコードが置き換えられます。

以下の取引ルールが [サプライヤイネーブルメント] > [ベンダの管理]に追加され、新たに使用できるようになりました。
• 優先度コード -変更申請でバイヤーが使用
• 理由コード -変更申請でバイヤーが使用
• 却下理由コード -変更申請の却下でサプライヤが使用
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本書のいかなる部分も、SAP SE 又は SAP の関連会社の明示的な許可なくして、いかなる形式でも、いかなる目的にも複製又は伝送す
ることはできません。

本書に記載された情報は、予告なしに変更されることがあります。SAP SE 及びその頒布業者によって販売される一部のソフトウェア製品
には、他のソフトウェアベンダーの専有ソフトウェアコンポーネントが含まれています。製品仕様は、国ごとに変わる場合があります。

これらの文書は、いかなる種類の表明又は保証もなしで、情報提供のみを目的として、SAP SE 又はその関連会社によって提供され、
SAP 又はその関連会社は、これら文書に関する誤記脱落等の過失に対する責任を負うものではありません。SAP 又はその関連会社の製
品及びサービスに対する唯一の保証は、当該製品及びサービスに伴う明示的保証がある場合に、これに規定されたものに限られます。本
書のいかなる記述も、追加の保証となるものではありません。

特に、SAP SE 又はその関連会社は、本書若しくは関連の提示物に記載される業務を遂行する、又はそこに記述される機能を開発若しく
はリリースする義務を負いません。本書、若しくは関連の提示物、及び SAP SE 若しくはその関連会社の戦略並びに将来の開発物、製品、
及び/又はプラットフォームの方向性並びに機能はすべて、変更となる可能性があり、SAP SE 若しくはその関連会社により随時、予告なし
で変更される場合があります。本書に記載された情報は、いかなる品目、コード、または機能の提供の確約、保証、または法的義務を表す
ものではありません。将来の見通しに関する記述はすべて、さまざまなリスクや不確定要素を伴うものであり、実際の結果は、予測とは大き
く異なるものとなる可能性があります。読者は、これらの将来の見通しに関する記述に過剰に依存しないよう注意が求められ、購入の決定
を行う際にはこれらに依拠するべきではありません。

本書に記載される SAP 及びその他の SAP の製品やサービス、並びにそれらの個々のロゴは、ドイツ及びその他の国における SAP SE 

(又は SAP の関連会社) の商標若しくは登録商標です。本書に記載されたその他すべての製品およびサービス名は、それぞれの企業の
商標です。

商標に関する詳細の情報や通知に関しては、www.sap.com/copyright をご覧ください。
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フォローをお願いし
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